
36 

36 

「自殺対策のための戦略研究」全体像 

（背景と経緯） 
 わが国の自殺死亡率は世界的に見ても高頻度であり、平成24年には3万人を下回ったものの、現在も高い水準で推
移している。そこで、全国各地の先駆的な取組の経験を踏まえ、大規模共同研究により効果的な介入方法に関するエ
ビデンスを構築し、今後の自殺予防対策に役立てる。 

「自殺対策のための戦略研究」の研究目的・概要 

研究課題 
複合的自殺対策プログラムの自殺企図予防効
果に関する地域介入研究 ( NOCOMIT-J ) 

 自殺企図の再発防止に対する複合的ケースマネジメ   
ントの効果：多施設共同による無作為化比較研究    
( ACTION-J ) 

研究目的 

自殺死亡率が長年にわたって高率な地域にお
いて、一次から三次までのさまざまな自殺予
防対策を組み合わせた新しい複合的自殺予防
対策プログラムを介入地区で実施し、通常の
自殺予防対策を行う対照地区と比較して、自
殺企図（自殺死亡及び自殺未遂）の発生に効
果があるかどうかを検証する。 

救急施設に搬送された自殺未遂者に対するケー
ス・マネージメント（心理教育や受療支援、背景
にある問題解決のための社会資源利用支援など）
の自殺企図再発防止効果を検証する。 

設定目標 地域における自殺企図率の減少 自殺未遂者の自殺企図再発率の減少 

研究リーダー 
大野 裕 

（国立精神・神経医療研究センター認知行動療法
センター センター長） 

平安 良雄 
（横浜市立大学附属市民総合医療センター病院長／横
浜市立大学大学院医学研究科精神医学部門教授） 

研究実施団体 財団法人 精神・神経科学振興財団 

より効果的な自殺防止対策を確立 
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調査対象 

参加地域 

1）自殺死亡率が長年にわたって高率な地域：青森地域、秋田地域、岩手地域、南九州地域 

2）近年自殺死亡率が増加した都市部地域：仙台地域、千葉地域、北九州地域 

調査対象者は参加地域の介入地区及び対照地区を住所地とする日本人及び外国人 

主要評価項目 自殺企図（自殺死亡者及び自損行為（重症・中等症）による救急搬送者）の頻度 

副次評価項目 
・自殺死亡の発生頻度 

・自損行為（重症～中等症）による救急搬送者の発生頻度 

研究実施期間 【介入・追跡期間】 3年6ヶ月 

研究デザイン 

研究方法： 

【地域】自殺死亡率が長年にわたって高率な地域において研究参加地域を選定し、各地域において、試験開始以前の自殺

企図（自殺死亡及び自殺未遂）発生率が同等な地区を介入地区群と対照地区群とに設定した。近年自殺死亡率が増加し

た都市部地域においても同様に、介入地区群と対照地区群とに設定した。 

【介入方法】介入地区においては、試験介入として、研究班が計画した複合的自殺予防対策プログラムの実施を各地域自

治体に依頼した。各地域自治体は、研究班介入プログラム委員会が開発した介入プログラム手順書に基づき、地域保健事

業として自殺対策プログラムを実施した。対照地区においては、通常の自殺予防対策や今後一般的に行われる自殺予防

対策を通常介入とした。 

複合的自殺対策プログラムの自殺企図予防効果に関する地域介入 （NOCOMIT-J） 
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研究の実施内容 
【研究の実施内容と関連する成果】 

○米国および日本で臨床試験登録を実施した（ClinicalTrials.gov: NCT00737165、UMIN-ID: 000000460）。 

○研究プロトコールを学術論文として公開した（BMC Public Health. 2008; 8: 315）。 

○介入プログラムは厚生労働省ホームページで公開した（http://www.mhlw.go.jp/bunya/shougaihoken/jisatsu/index.html）。 

○本研究の成果は、PLOS ONE 誌に掲載された（http://dx.plos.org/10.1371/journal.pone.0074902）。 

参加地域（全国７地域、17地区） 

試験開始以前の自殺企図（自殺死亡及び自殺未遂）発生率
が同等な地域を介入地区群と対照地区群に設定 

介入群 介入地区 対照群 対照地区 

試験介入 新たな複合的自殺介
入プログラム 

通常介入 通常の自殺予防対策 

介入内容 一次、二次、三次予防
対策を詳細に提示した
プログラム手順書に基
づく複合的自殺対策プ
ログラムを実施 

介入内容 通常の自殺予防対策 
 
 

実施主体 各市町村 
研究者グループ 

実施主体 各市町村 

ベースライン調査 
（人口動態統計、救急搬送報告、 
  地区特性データ等） 

 

複合的自殺対策プログラムの自殺企図予防効果に関する地域介入 （NOCOMIT-J） 



【地域介入：複合的自殺予防対策プログラムの概要】 

○介入地区においては、試験介入として、研究班が計画した複合的自殺予防対策プログラムの実施を各地域自治体に依頼

した。各地域自治体は、研究班が開発した介入プログラム手順書に基づき、地域保健事業として自殺対策プログラムを実

施した。対照地区においては、一般的に行われる通常の自殺予防対策を実施した。 

研究目的の達成状況および成果（１） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

社会資源の多段階かつ複合的な連携による支援ネット
ワークを構築することにより、地域に生活する人々の連結
性（つながり）を増強することを意図して開発された。 
 

【こころの健康づくりネットワーク】 
１．都道府県レベルでの関係部署･機関等のネットワーク 
  会議の設置･開催 
２．地域における自殺予防連絡会の設置･開催 
 

【一次予防】 
１．一般住民向け普及啓発 
２．地域のキーパーソン向け普及啓発･研修等 
３．医療従事者向け研修会  
４．こころのケアナース養成事業 
 

【二次予防】   
１．ハイリスク者のスクリーニング 
２．スクリーニング後の対応強化 
３．電話相談･専門相談や専門職による訪問等の支援 

 
 

【三次予防（ポストベンション：自死遺族の把握と支援）】 
１．地域のキーパーソンによる情報提供 
２．普及啓発媒体の配備、相談窓口の設置 
 

【その他の地域自殺予防対策】 
１．職域（勤労者・離職者）へのアプローチ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（http://www.mhlw.go.jp/bunya/shougaihoken/jisatsu/index.html） 

複合的自殺対策プログラムの自殺企図予防効果に関する地域介入 （NOCOMIT-J） 
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研究目的の達成状況および成果（２） 

【研究目的の達成状況と成果】 

○自殺死亡率が長年にわたって高率な地域（青森地域、秋田地域、岩手地域、南九州地域の4地域11地区:人口631,133）、及

び、近年自殺死亡率が増加した都市部（仙台地域、千葉地域、北九州地域の3地域6地区:人口1,319,972）を、それぞれ設定

した。ベースラインデータを解析した結果、介入群と対照群の比較可能性が保たれていることが確認された。 

○研究計画書に定められた通り、人口規模200万人を対象とする地域介入を完遂した。これまでに、ベースラインデータ、介入

プロセスデータ、自殺死亡及び救急搬送に関わるアウトカムデータを収集し、解析を完了した。 

○複合的自殺予防対策プログラムの効果は、介入群と対照群における、性、年齢、地域、時期および交互作用を調整した率

比を比較した。さらに、性、年齢の各群に層別化して比較した。 

複合的自殺対策プログラムの自殺企図予防効果に関する地域介入 （NOCOMIT-J） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
            ＊参加地域の研究期間中の脱落は皆無であった。 

 

近年自殺死亡率が 
増加した都市部 

自殺死亡率が長年にわたって高率な地域 
 
近年自殺死亡率が増加した都市部 

自殺死亡率が長年に 
わたって高率な地域 



主要評価項目：男性の自殺企図発生頻度が約 23％ 減少 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【考察】 

65才以上の高齢者においても、約24％の自殺企図発生頻度の減少効果が示唆された（p=0.06）。 

地域差の大きな女性と、イベント発生数が少ない若年者では効果は不明確であり、更なる検討が望まれる。 

地域自治体、民間団体、自殺対策研究者らにより築き上げられた地域ネットワークは、自殺対策に留まらず地域の社会作り

に貢献している。 

自殺企図の発生頻度（率比） 

約23％の減少 
（P=0.049） 

約24％の減少 
(P=0.062) 

介入実施率の経時的変化 

＊実線は中央値 

＊点線は四分位範囲 
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研究目的の達成状況および成果（３） 
【研究の成果（主要評価項目）】 

○自殺死亡率が長年にわたって高率な地域の介入群でのプログラム実施率は、対照群よりも高かった（右図 p=0.0056）。そ

のため、こうした地域での複合的地域介入プログラムの実施可能性が確認された。 

○自殺死亡率が長年にわたって高率な地域では、対象者全体に対して自殺企図発生頻度の有意な減少は見られなかったが

（左図 p=0.598）、男性に限ると約23％の減少効果が明確となり（p=0.0485）、強い予防効果が明らかとなった。 

複合的自殺対策プログラムの自殺企図予防効果に関する地域介入 （NOCOMIT-J） 

介入群 

対照群 
率
比 

＊実線は95%信頼区間 

 全体      男性      女性    25才未満  25-65才未満  65才以上     
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研究目的の達成状況および成果（４） 
【研究の成果（副次評価項目）】 

○本研究の結果、自損行為（重症～中等症）による救急搬送の発生予防効果は、男性と65才以上の高齢者において60％を

超える強力なものでり、救急医療施設における医療経済的負担が大きく減少したことが明らかとなった。（左図）。 

○一方、自殺死亡発生率は、男性と65才以上の高齢者においても対照地域と有意な差はなかった。この結果は、致死率の高

い状況で自殺未遂を図るハイリスクグループの存在を示唆している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

副次評価項目：男性と高齢者の自損による救急搬送が約 60％ 減少 
 
 
 

 
 

救急搬送の発生頻度（率比） 

約61％の減少 
(P=0.001) 

約65％の減少 
(P=0.004) 

【考察】 

本研究の結果は、男性と65才以上の高齢者の心理・社会的問題を背景とした苦悩が大きく減少したことを示唆している。 

また、自殺死亡発生率を減少させるためには、ハイリスクアプローチによる対策を開発し実施する必要性が示唆された。 

一方、地域差の大きな女性と、イベント発生数が少ない若年者では効果は不明確であり、更なる検討が望まれる。 

自殺死亡の発生頻度（率比） 

＊計算不可 

複合的自殺対策プログラムの自殺企図予防効果に関する地域介入 （NOCOMIT-J） 

率
比 

率
比 

＊実線は95%信頼区間 ＊実線は95%信頼区間 

 全体      男性      女性    25才未満  25-65才未満  65才以上      全体      男性      女性    25才未満  25-65才未満  65才以上     



研究目的の達成状況および成果（５） 
【研究の成果（都市部）】 

○一方、近年自殺死亡率が増加した都市部の自殺企図（主要評価項目）の発生率は、対象者全体(左図 p=0.961）でも、いず

れのサブグループにおいても対照地域と比較して有意な差はみられなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【考察】 

都市部地域での複合的自殺予防対策プログラム実施率は対照地区を上回っていたものの有意な差はなく（右図）、これが

今回の結果に影響している可能性が示唆された。複合的自殺予防対策プログラムを都市部で実施する際の困難さには、都

市部における人的資源や地域におけるネットワークの不足など地域特性が影響している可能性が考えられたが、さらに研

究を進めて課題を解明していく必要がある。 

本研究により、自殺企図予防効果は、性別･世代、地域の特性によって異なることが明らかになり、科学的根拠に基づく自

殺対策の政策立案の必要性が示された。 

都市部地域：介入実施率の経時的変化 都市部地域：自殺企図の頻度（率比） 

介入群 

対照群 

複合的自殺対策プログラムの自殺企図予防効果に関する地域介入 （NOCOMIT-J） 

＊実線は中央値 

＊点線は四分位範囲 

＊実線は95%信頼区間 

率
比 
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 全体      男性      女性    25才未満  25-65才未満  65才以上     
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【研究論文】 

１ Ono, Y., Awata, S., Iida, H. et al. (2008) A community intervention trial of multimodal suicide prevention program in Japan: 

A novel multimodal community intervention program to prevent suicide and suicide attempt in Japan, NOCOMIT-J. BMC 

Public Health, 8:315. 

２ Ono, Y., Sakai, A., Otsuka K. et al. (2013) Effectiveness of a Multimodal Community Intervention Program to Prevent 

Suicide and Suicide Attempts: A Quasi Experimental Study. PLOS ONE, 8(10): e74902. 

【学会発表（シンポジウム）】 

１ Otsuka, K. (2013) A community intervention trial of multimodal suicide prevention program: a novel multimodal community 

intervention program to prevent suicide and suicide attempt, NOCOMIT-J. The 27th World Congress of the International 

Association for Suicide Prevention, Oslo, Norway. 

【臨床現場への波及効果】 

○ 本研究の介入内容は、地方行政機関向けの地域における自殺対策プログラムとして厚生労働省のホームページに掲載さ

れ、自殺対策推進に向けた資料となった（http://www.mhlw.go.jp/bunya/shougaihoken/jisatsu/index.html）。 

○ NOCOMIT-Jで、地域自治体、民間団体、自殺対策研究者らにより築き上げられたネットワークやその取り組みは、平成23

年の震災の際に、直後の危機介入から、その後の復興に際しての地域住民の心の健康の維持のために大きく役立ってお

り、岩手県や宮城県などの被災地支援のモデルとしての役割を果たしている。 

【研究に参加した若手研究者の活動状況】 

○ 研究当時大学講師であった者は、大学に新設された災害・地域精神医学講座の特命教授として自殺対策を含めた被災者

支援活動を行い、地域医療の拡充を含め、幅広い領域での自殺対策に関わって活動を継続している。また、別の大学講

師は、他大学の人間社会学部教授として、地域精神保健研究と人材育成を継続している。 

○ 非常勤研究員として参画した２名は、国立精神･神経医療研究センター室長として複数の臨床研究に携わっている。 

研究目的の達成状況および成果（６） 

複合的自殺対策プログラムの自殺企図予防効果に関する地域介入 （NOCOMIT-J） 



 

・ NOCOMIT-Jは、自殺対策基本法第2章第11条において国の責務として定められた自殺対策研究の一つと位置づけられ

ている。また、自殺総合対策大綱には、「地域における複合的な自殺対策」が当面の重要施策として位置づけられている。 

・ 効果的な地域介入法を検討するための基礎資料はわが国で不足しており、NOCOMIT-Jで得られた知見及び今後の詳細

な解析をもとに、厚生労働省において、地域保健事業の施策を推進することが期待される。 

45 

研究成果の評価 

 

【学際的・国際的・社会的意義】 

・ わが国の自殺対策に関して、効果的な地域介入方法を検討するための資料は不足しており、本研究において地域保健事

業の効果を科学的手法を用いて検証した意義は大きい。 

【今後の研究・施策への発展性】 

・ 本研究をとおして、自殺対策に関して大規模な研究の基盤整備がなされたことから、今後、さらに地域保健事業等に関す

る研究が実施されることが期待される。 

専門的・学際的観点からの評価 

行政的観点からの評価 

  

・ 本研究は自殺対策における地域介入の大規模研究として、介入地域において人口100万人規模の地域ネットワークの構

築を行い、地域介入データの蓄積を行ったことは高く評価される。また、地域介入プログラムの詳細を公表し、その成果の

普及･啓発を行っており、地域保健への貢献も大きい。 

・ 本研究においては、性別、年齢等によって、地域介入の効果に違いがみられたが、今後、その要因についてさらに分析を

進める必要があるが、本研究の成果をもとに、今後、地域における自殺対策が推進されることが期待される。 

総合評価 

複合的自殺対策プログラムの自殺企図予防効果に関する地域介入 （NOCOMIT-J） 
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調査対象 

 

救急部と精神科が連携している全国の医療機関に救急搬送され、入院となった自殺未遂者
のうち、以下の選択基準・除外基準に照らして登録した者 

 

 

 

 

 

 

主要評価項目 自殺企図（自殺死亡及び自殺未遂）の再発発生率 

副次評価項目 

・自殺未遂の再発発生率 

・自殺死亡率および全死因死亡率 

・介入実施率及び介入遵守率 

研究実施期間 介入・追跡期間：1年6ヶ月（登録日時により最長5年） 

研究デザイン 
研究方法： 

【参加施設と手順】救急部門と精神科との連携基盤がすでにあり、救急部門において精神医学的介入が可能である全国の

医療機関に救急搬送され、入院となった自殺未遂者を登録し、介入群と対照群の２群にランダムに割り付けた。 

【介入・評価方法】介入群に割り付けられた自殺未遂者には、ケース･マネージメント手順書に基づき、患者の精神医学的評

価と心理社会的ニーズに基づいたケース･マネージメントを実施した。追跡終了後、主たる評価項目として、自殺企図（自殺

死亡及び自殺未遂）の再発発生率を比較した。 

○選択基準 ○除外基準 

1）20 歳以上 
2）DSM-IV のI 軸に該当する精神科疾患を有する者 
3）2 回以上の判定により自殺の意志が確認された者 
4）本研究の内容を理解し、同意取得が可能な者 
5）入院中に、登録実施に必要な面接・心理教育を受けることができる者 
6）評価面接、ケース・マネージメントのための定期的な来院が可能で、
実施施設から定期的に連絡を取ることができる者 

1）主要精神科診
断が、DSM-IV 
のI 軸診断に該
当しない者  

自殺企図の再発防止に対する複合的ケースマネジメントの効果 ( ACTION-J ) 
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研究の実施内容 

救急医療施設に搬送され 
入院した自殺未遂者 

介入群 試験介入 
 通常治療 
 自殺予防の資料配付 
 ケースマネージメント 

対照群 強化された通常介入 
 通常治療 
 自殺予防の資料配付 

除外 

仮登録（研究説明、心理教育実施の同意取得） 

心理教育 

研究参加の同意取得 

適格基準の確認 

無作為割付（施設、性別、年齢、自殺未遂歴で調整） 

【研究参加施設】 

  救急部と精神科が連携している全国の17医療機関 

 

【研究の実施内容と関連する成果】 

○米国および日本で臨床試験登録を実施した（ClinicalTrials.gov: NCT00736918、UMIN-ID: 000000444）。 

○研究プロトコールを学術論文として公開した（BMC Public Health. 2009; 9: 364）。 

○本研究の成果は、国際的な医学雑誌に投稿された。 

自殺企図の再発防止に対する複合的ケースマネジメントの効果 ( ACTION-J ) 
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研究目的の達成状況および成果（１） 

【研究目的の達成状況】 

○登録期間中に参加施設に搬送された全自殺企図者数は、6123名であった。そのうち、約18％は搬送後死亡となった。生存

例の約44％が適格基準を満たしていたが、同意説明を実施できた患者は1267名であった。 

○研究計画書に従い、同意を得た914名の症例登録を完了した。目標数842名の108.6％であった。 

○研究計画書に定められた通り、ベースラインデータ、介入プロセスデータ、アウトカムデータを全て収集し、解析を完了した。 
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自殺企図の再発防止に対する複合的ケースマネジメントの効果 ( ACTION-J ) 

介入群 対照群 
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研究目的の達成状況および成果（２） 

【研究の成果】 

○研究参加者は、男性400名、女性514名、平均年齢約42才、自殺企図の既往があった者450名であった。 

○介入群（n=460）と対照群（n=454）の属性は同等であり、両群間で比較可能性が保たれていることが確認された。 

割り付け調整因子  介入群  対照群 

性別：男性 43% 45% 

年齢：65才以上 9% 10% 

自殺未遂歴：有 50% 48% 

精神科診断 介入群 対照群 

気分障害/適応障害 67% 66% 
統合失調症関連障害 21% 20% 
物質/アルコール関連障害 4% 5% 
その他 8% 9% 

就労状況 介入群 対照群 

被雇用者 42% 45% 

非被雇用者 58% 45% 

自殺企図の手段＊ 介入群 対照群 

過量服薬 72% 71% 

刃器 17% 16% 

飛び降り/交通事故等 14% 15% 

縊首 6% 6% 

その他 11% 11% 

研究参加者の精神科診断は、気分障害/適応障害が約7割、次いで

統合失調症関連障害の約2割であった。 

自殺企図の手段は、過量服薬が約7割と最も多く、縊首の割合は既

遂者と異なり低かった。 

研究参加者の約4割が既婚者であり、約4割が被雇用者であった。 

配偶者 介入群 対照群 

有り 39% 42% 

無し 61% 58% 

自殺企図の再発防止に対する複合的ケースマネジメントの効果 ( ACTION-J ) 

＊重複有り 



研究目的の達成状況および成果（３） 
【介入の概要とその実施率･遵守率】 

○介入群に割り付けられた自殺未遂者には、ケース･マネージメント手順書に基づき、患者の精神医学的評価と心理社会的

ニーズに基づいたケース･マネージメントを実施した。対照群に割り付けられた自殺未遂者には、通常の臨床対応に加え

て、入院時の心理教育、定期的な評価面が加わった強化された通常ケアが提供された。 

○介入群に割り付けられた自殺未遂者におけるランダム化６ヶ月後の介入遵守率は87%と高く、ケース・マネージメントの臨床

での高い実施可能性が確認された。 

【追跡率】 

○介入群、対照群ともに、ランダム化６ヶ月後の追跡率は約87%であり、解析結果の高い一般化可能性が確認された。 

○自殺死亡の追跡率は98%に及んだ。 

  介入群 対照群 

介入実施率 98% 100% 

介入遵守率（6ヶ月） 87% NA 

介入遵守率 71% NA 

  介入群 対照群 

追跡率（6ヶ月） 87% 87% 
追跡率 71% 69% 

追跡率（自殺死亡） 98% 97% 

【介入の概要（入院時）】 

➀ 初期介入 

➁ 情報収集とアセスメント 

➂ 心理教育 

➃ 精神科受療支援とかかりつけ医との調整 

➄ 生活問題解決のための情報提供と地域 

 ケアの導入 
 

【介入の概要（退院後）】 

➀情報収集とアセスメント 

➁精神科受療支援とかかりつけ医との調整 

➂生活問題解決のための情報提供と地域 

 ケアの導入とモニタリング 

自殺企図の再発防止に対する複合的ケースマネジメントの効果 ( ACTION-J ) 

50 



51 

研究目的の達成状況および成果（４） 

【研究の成果】 

○対照群におけるイベント出現頻度の実測値は、研究開始時の推定値とほぼ同じ値（約15%）であった。 

○救急病院退院後にケース・マネージメントを受けた自殺未遂者では、強化された通常ケアが提供された対照群と比較して、

自殺企図の再発発生率が、ランダム化６ヶ月後に50％減少しており、強い予防効果が得られることが明らかとなった。 

【考察】 

本研究によって、ケース・マネージメントの効果が、女性、若年者、過去の自殺未遂歴のある者においてより明確に示された

ことから、自殺未遂者の属性に注目したさらなる対策の必要性が示された。 

本研究の成果は、国際的な医学雑誌に投稿された。 

介入群 対照群 

症例数 n=417 n=428 
自殺企図の発生数 n=25 n=51 
自殺企図の発生率（％）  6% 12% 
 
 
 

 
 
 

主要評価項目 
 

自殺企図再発が50%減少 (P=0.003)    
 
 解析結果は、①割り付け因子による調整、②追跡不能症例データの多重補完、 
 による分析においても変わらなかった。 

イベント出現頻度 1年後 

研究開始時の推定値 15% 
モニター値 （上図） 17% 
実測値（対照群） 15% 

（開始2.5年時） 

自殺企図の再発防止に対する複合的ケースマネジメントの効果 ( ACTION-J ) 
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【臨床現場への波及効果】 

○ 平成20年の診療報酬改定で自殺未遂者に対する救急・精神科医療の評価が盛り込まれた。また、厚生労働省において、

救急医療従事者向けの自殺未遂者ケア研修が開始された。さらに、平成24年には診療報酬において精神科リエゾンチー

ムに対する評価が新設された。これらの取り組みは、本研究で検証した救急医療施設退院後のケース・マネジメントを施

策化するための基盤となる。 

【研究に参加した若手研究者の活動状況】 

○ 研究当時大学講師であった者は、大学に設置された健康増進科学講座教授・保健管理センター長として、自殺対策研究

と人材育成を継続している。また、別の大学講師は、新設された中毒･心身総合救急医学講座特任教授として、救命救急

センターに搬送された自殺未遂者支援研究とその実践を継続している。同講座では、非常勤研究員としてACTION-Jに参

画した２名も、それぞれ、精神保健福祉士、臨床心理士等として、自殺未遂者支援活動、研究活動を継続している。 

○ ACTION-Jに参画した大学助教・講師･非常勤研究員らは、厚生労働省及び全国複数の地域自治体、あるいは、各種団体

主催による自殺未遂者対策研修のスタッフとして活動している。 

研究目的の達成状況および成果（５） 
自殺企図の再発防止に対する複合的ケースマネジメントの効果 ( ACTION-J ) 

52 



 

・ 本研究を通して、救急診療科及び精神科の連携のもとに、自殺対策の臨床研究に対するネットワーク化、人材養成がなさ

れ、さらに、救急医療施設における自殺関連の大規模なデータが得られたことの意義は大きい。本研究によって得られた

データには自殺対策の推進に資する様々なデータが含まれていることから、詳細なデータの解析を進めていく必要があ

る。 

・ 本研究の成果が、今後、救急医療施設を起点とした自殺未遂者支援についての施策に、さらに反映されることが強く期待

される。 

 

・ ACTION-Jは、自殺対策基本法第2章第11条において国の責務として定められた自殺対策研究の一つと位置づけられて

いる。また、自殺総合対策大綱には、「自殺未遂者対策」が当面の重要施策として位置づけられている。 

・ 本研究成果は救急医療における精神科連携に関する重要なエビデンスであり、今後、関係施策への反映が期待される。 

研究成果の評価 

 

【学際的・国際的・社会的意義】 

・ 本研究において、ケース・マネジメント介入の自殺未遂の再企図予防効果が確認されたことから、救急医療施設を起点と

した自殺未遂者支援のあり方を具体的に検討することが可能となった。 

【今後の研究・施策への発展性】 

・ 本研究により、ケース・マネジメント介入の再企図予防効果は、性別･世代によって異なることが明らかになり、さらなる科

学的根拠に基づく自殺未遂者対策の必要性が示された。 

・ 研究参加施設に蓄積されたノウハウの検討により、ケース・マネジメントを実施するための導入条件や実施上の課題等の

分析が可能となり、今後、自殺防止対策を検討する上での重要な資料となり得る。 

 

専門的・学際的観点からの評価 

行政的観点からの評価 

総合評価 

自殺企図の再発防止に対する複合的ケースマネジメントの効果 ( ACTION-J ) 
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